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案 件 

公民連携の取り組みの効果検証について 
 

企画政策室 政策推進課 
 

 

１．政策等の背景・目的及び効果 

人口減少や少子高齢化による行政課題の多様化・複雑化が進む中で、限られた財源や人的資源の

もとにおいても本市が抱える様々な行政課題の解決を図り市民サービスを向上するため、令和２年

９月に設置した「公民連携プラットフォーム」をはじめとした公民連携に関する庁内推進体制のも

と、様々な分野において公民連携の取り組みを実施してきました。 

今後、より一層効果的に公民連携の仕組みを活用し、多様な行政課題を解決するため、これまで

の取り組みの効果や課題等を検証し、報告するものです。 
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２．内容 

１）公民連携推進に向けたこれまでの取り組み 

   令和２年９月   枚方市公民連携プラットフォーム設置 

令和３年５月   枚方市公民連携ガイドライン作成（別添参考資料のとおり） 

    11、12月 管理職向けの公民連携研修の実施 

令和４年４月～  公民連携ゼミ（庁内研修）の実施（全19回） 

２）公民連携実績 

 ①公民連携プラットフォームにおける対話の実施状況 

 

 

（単位：件） 

※本検証で対象とする公民連携は、公民連携ガイドライン（P.7）に定める「民間との新たなパートナーシップ」 
（対話を通じたマッチングによる施策効果の拡張や新たな施策展開）とする 

年度 

事業者からのアプローチ 
（実証実験、事業・商品 PR、CSR 等） 

事業者からの具体的な提案 
取り組み実現数 

※（ ）書きはマッチング率 

実証 
実験等 

事業・ 
商品 PR 

CSR 等 合計 
行政が提示
した課題に 
対する提案 

自由提案 合計 
行政が提示
した課題に 
対する提案 

自由提案 合計 

R2 20 45 15 80 15 16 31 4 5 9 

R3 35 45 25 105 26 35 61 10 18 28 

R4 30 55 30 115 23 69 92 13 11 24 

計 85 145 70 300 64 120 184 
27 

(42%) 

34 

（28%） 

61 

（33%） 
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  ②実現した取り組みの分類及び取り組み事例 

◆実現した取り組みの分類（分野別・累計）  ◆公民連携の取り組みから本格実施に至った事例(一部) 

 

 

 

 

 

 

③公民連携の取り組みに関するメディア等への掲載例 

・事業者、高校生と連携した交通安全啓発(テレビ東京) 

・スマート街路灯実証（日経新聞 他）   ・「ミライロID」アプリ導入（読売新聞） 

・子ども食堂DX実証実験(マニフェスト大賞受賞、2023年小規模企業白書掲載 他) 

・蓄光技術による交通安全対策（朝日学生新聞、日経新聞 他）    

・市の公民連携の取り組み全般(自治大学校教材テキスト掲載) 

・公民連携の姿勢が評価され子育て支援大賞受賞（ＢＳよしもと） 

行政が提示した
課題 公民連携の取り組み 

取り組み 
時期 本格実施の手法 

野外活動セン
ターの活性化 

施設を活用したソフ
ト事業の試行実施 R4（随時） 

運営委託にて
導入 

 

保育所園におけるお
むつのサブスクサー
ビスの無償導入 

R4.6 ～ 7
月 

園の保護者会
で選択し希望
者が活用 

定住促進に関
する情報発信 

定住促進施策に関す
る web 広告の発信、
分析 

R5.2 月 
プロポーザル
の要求事項へ
盛り込み 
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３）公民連携の効果 

これまでの取り組み実績から得られた効果や、検証にあたり関係部署へのヒアリング及び事業

者へのアンケート等を踏まえて、市民、行政、事業者のそれぞれの立場における効果について整

理を行いました。 

 市 民 行 政 事業者 

公
民
連
携
で
得
ら
れ
る
効
果 

・きめ細やかなサー

ビスの享受 

(市民サービスの向上) 

・市予算や人員を伴わない行政課題の解決 

・事業者の資源を活用した市民サービスの

提供 

・事業効果や新規性の高い取り組みの実現 

・メディアへの掲載による市のＰＲ効果 

・実証実験等よる政策立案に向けたエビデ

ンスの取得 

・新たな技術やアイデアの情報による知見

の取得 

・民間視点でのアプローチや独創的な手法

を生かした行政課題の解決 

・行政課題に即したより社会貢献度の高い

取り組みの実現 

・実証実験等によるサービスや製品の課題

検証 

・行政の情報発信（市広報やSNS）による

ＰＲ効果 

・連携実績による企業の知名度向上や製品

等のＰＲ効果 

・行政を介したまちの多様なステークホル

ダーとの連携 

・提案、対話による行政課題や視点の把握 

・事業展開の新たなフィールド形成 
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公民連携の窓口を一元化したことで、行政と事業者の対話が促進し、様々な分野において双方

の強みを生かした多数の取り組みの実現につながりました。 

特に行政が公民連携の取り組みで得られた効果としては、事業者の資源や技術に基づくサービ

スの活用により予算を伴わない事業の実施につながったほか、メディア掲載等によるＰＲ効果や

政策立案に関するデータや知見の取得など、数値化できない様々なメリットがありました。また、

多様な事業展開や施策の質の向上により、市民に対してきめ細やかなサービス提供が可能になる

など、市民サービスの向上にも寄与しています。 

 

４）公民連携にあたっての課題 

一方で、公民連携の取り組みに関する理解不足や、行政と事業者の立場や認識の相違などから

浮かび上がった課題もあり、効果分析と同様に、ヒアリングやアンケートにより抽出した意見を

もとに、行政、事業者のそれぞれの立場における課題について整理を行いました。 
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 行 政 事業者 

公
民
連
携
に
あ
た
っ
て
の
課
題 

 

・事業者が期待する進捗のスピード感や感覚のズレ 

（意思形成プロセス等に係る時間や公平性等の認識） 

・行政の課題と事業者の提案目的のミスマッチ 

・自社製品等の販売のみを目的にした提案が散見 

・関係するステークホルダーへの説明や調整の難しさ 

・実証実験、効果検証から実装へのプロセスが不明瞭 

* 実装までのプロセスが見えづらく実験に着手しにくい 

* 予算化等の手続の期間を要し、最新技術が陳腐化 

・行政内部での情報共有や役割分担に関する調整に要す

る時間や労力 

 

・検討における行政のスピード感（協定等手続も多い） 

・行政からの情報発信や課題提示が少ない 

・行政側の財源面の制約 

・行政の課題と事業者の提案目的のミスマッチ 

・取り組みの活性化に向けて、事業者間での対話や連携

を深める場も必要 

・（基本的に無償で取り組んでいるため）公民連携事業

に対する何らかのインセンティブが必要 

 

双方の視点を踏まえた課題を大別すると、以下の3つに集約されると考えます。 

○庁内での検討や判断の迅速化 

○意思形成や関係者調整等に係る手続きや期間等の明確化及び事業者との相互理解が必要 

（特に、実証実験（試行実施）から実装への考え方やフローの明示及び認識共有） 

○行政課題の発信件数の増加や情報発信の強化による対話の活性化が必要 

 



7 
 

５）今後の取り組み 

 今回の検証により抽出した課題を解決し、市民サービスの向上や新たな価値の創造など、さ

らなる公民連携による成果の発揮に向け、以下の取り組みを進めてまいります。 

①効率的で迅速、円滑な公民連携の実現に向けて、実証実験やＣＳＲなどタイプごとのフロー

や考え方、必要な手続きや手続きに係る期間等を明確にし、庁内外への浸透を図る 

➡ 公民連携ガイドラインへの反映 

②公民連携に取り組みやすい風土づくりや掲載課題の掘り起こし、対話の活性化に向けた他の

仕組みの活用等を検討する     

➡ 公民連携ゼミや公民連携担当次長会議、ひらかた万博共創プラットフォームの活用 

 

３．実施時期等 

令和５年６月以降 取り組みを適宜実施 

 

 

                        



8 
 

４．総合計画等における根拠・位置付け 

 総合計画 計画の推進に向けた基盤づくり 

計画推進１ 市民との情報の共有化を進めます 

計画推進３ 持続可能な行財政運営を進めます 

 

 

 

 
 



枚方市公民連携ガイドライン

行政

企業

大学

令和３年５月
枚方市 総合政策部 企画政策室
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公民連携推進の背景

我が国は、人口減少、少子高齢化、社会インフラの老朽化といった大きな社会的変化に直面しており、このことは枚方市

でも同様です。このような中で、解消すべき行政課題は多様化・複雑化しています。

一方で、予算や人員等、行政の資源やノウハウが限られる中、公共サービスに的確に対応していくためには、まちの課題を

行政のみで解決するのではなく、民間活力を生かして解決に繋げる必要があるものと考えます。

まちとして抱える課題の解消を目指すにあたって、行政や民間といったそれぞれの垣根の中で考える必要はないと考えてい

ます。まちの課題解消、更なる活性化を考えた場合に、行政のみで取り組むよりも公民連携で取り組む方が有効であれば、

公民連携という手法を選択するという考え方のもと、今後もあらゆる主体と協力しながら、 「まちの活性化・住民サービスの

向上」「事業者の市政・まちづくりへの参画」「新たな価値の創造」といった視点をもって、より良い市政運営に取り組んでい

きます。

行政と民間との連携は、これまでにも取り組んできたところはありましたが、次のような課題がありました。

・行政と民間の価値観、取り組みに対する目標の共有が十分でない

・民間の能力や創意工夫を生かす仕組みが十分でない

・民間との連携に向けた職員の意識の希薄さ・事業に取り組むスピード感がない

上記のような課題を踏まえ、本市の公民連携の取り組みが行政課題の解決・市民サービスの向上に有効に機能していく

よう、このガイドラインに基づきながら、次に掲げる考え方のもとで取り組んでいきます

・行政と民間のコミュニケーションを充実させるため、「対話」を重視して取り組みます。

・民間が行政と連携するメリットを明確化するなど、参入意欲が高まる環境を作ります。

・一元化した窓口を介してスピーディな検討を進めるほか、市全体としての取り組む組織風土の醸成に取り組みます。

２
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公民連携の基本的な考え方

公民連携の取り組み姿勢

市 民

行 政企業・大学等

企業が社会的責任として取り組むCSRだけで

はなく、企業の通常の事業活動の中で社会に

価値を生み出すCSV（Creating Shared 

Value＝共通価値の創造）を取り組みの基

本的な考えに設定しています。

行政分野の取り組みと企業の事業活動といっ

たサイクルを組み合わせることで、行政課題の

解消と企業の売り上げ向上・企業価値の向上

に繋がる新たな価値を生み出すものです。

相互の目的を理解しながら、共にまちづくりを進めるパートナーとして認識しています。

すべての企業・大学からの提案はいつでも受け付ける、常に開かれた窓口です。

市有資産や人的支援、広報支援など、市が保有するリソースをフルに活用できるよう環境を整えます。

きめ細やかなサービスの享受
地域経済の活性化

公的活動を通じた企業価値の向上
ビジネスチャンスの開拓

研究成果の実証、社会への還元

市民サービスの向上
まちの課題解消
・ブランド化

三方良し

win-winの関係

３
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枚方市公民連携プラットフォームについて

課題の抽出・明確化
募集テーマの発信

市の課題への
提案

自発的な提案や
公民連携の相談

枚方市公民連携
プラットフォーム

市内部での
公民連携事業の検討

一元化された
市の窓口の機能

連携に関する
総合調整機能

・先端技術やアイデアの提供
・設備・人的資源等の活用
・既存の商品やシステムの活用

・実証実験フィールドの提供
・保有データ提供
・アイデア実現に向けた環境整備

一元化された市の窓口の機能

市役所各部署企業・大学等 対話の場

枚方市が解消したい課題を明確にして公表し、公民連携についての提案を積極的に公募します。

事業者からのあらゆる提案について、公民連携プラットフォームを窓口として内容を聞き、関係部署との共有を進めます。

連携に関する総合調整機能

事業者と市が考えるそれぞれの課題や意向、事業ビジョンを、対話を重ねることによって整理し、速やかな検討に繋げると

ともに、オープンデータや実証実験フィールドの提供等、連携事業を円滑に進めるよう、調整の円滑化を図ります。

４

大阪府
大阪府公民戦略連携デスク

大阪スマートシティ
パートナーズフォーラム
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枚方市公民連携プラットフォームにおける対話の進め方

事業者からの提案内容を確認し、公民連携により課題の解決に繋げる可能性について、担当部署も交えた対話

を実施。双方がイメージしている連携の形や目指す効果についてフリーディスカッションを行います。

※対話の結果、連携事業の実現が難しい場合には、提案者に速やかに理由を提示

STEP２

STEP１

STEP３

行政・事業者それぞれの役割を確認しながら、取り組む手法やゴールを設定。
事業内容や、実施に必要な取り決め事項の内容に応じて、個別連携協定や包括連携協定を締結し、お互いの

役割や責任の分担を定めます。 ※協議の上、協定を伴わずに実施するケースもあります。

市民サービスの向上に繋がる事業を実施するとともに、成果について広く情報発信を行います。

STEP４

公民連携により解決したい課題について集約して掲示することで、事業者からの提案やアイデアを随時募集。
事業者からの自由提案も含め、提案事業は関係部署と共有して、検討を迅速に進めます。

公民連携のかたちでマッチングができない性質の提案についても、課題に関する情報交換を行うことにより、市によ
る発注や公募による事業化に繋がる可能性もあります。

５

取り組む内容がひとつの分野に限られる場合は、事業担当部署が窓口となって事業者と個別連携協定を締結

＜個別連携協定＞

＜包括連携協定＞

取り組む内容が複数の分野にまたがる場合は、企画政策室が窓口となって事業者と包括連携協定を締結
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公民連携のメリット・強み

まちの課題解消・住民サービスの向上に向けて効率的かつ迅速に実施可能Point 
1

・「公」と「民」がそれぞれの強みを生かして協力することで、市が単独で実施する場合よりも、目指すまちづくりの目標・

課題の解消を効果的かつ速やかに達成する。

・予算編成等に捉われず、新たな取り組みについて、いつでも実施可能

事業の根拠性を確認Point 
3

・サービスを本導入する前に実証をもって、効果を確認できる。

まちづくりの新たな担い手Point 
2

・新たな手法の導入や、フィールドを整えて民間サービスを市内で展開することで、行政が自ら取り組む方法（直営・

委託等）ではなくとも目的を達成する。

新たな取り組みの先行実施Point 
4

・新たなサービスの実証に協力することで、他市では行われていない取り組みをいち早く体感できるようにする。

６
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その他、民間活力の活用場面

７

民間のアイデアやノウハウを生かして、公の施設の管理を行う手法

民間の資金・経営能力・技術を生かして公共施設等の建設・運営・維持管理を行う手法

社会的課題の解決に向けて、民間事業者と市が成果連動型委託契約を締結し、民間事業者が出資者

から資金を募り、事業を行う手法

公共施設等の名称に企業名や商品名、愛称等をつける権利を事業者に付与し、その対価を市
が得ることで施設管理や運営に活用する手法

公有資産の活用による事業
創出

民間による公共サービスの
提供

民間との新たなパートナー
シップ

・広告事業
・ネーミングライツ

など

・指定管理者制度
・PFI
・PFS
・SIB
（ソーシャルインパクトボンド）
・アウトソーシング

など

行政と企業等の対話を通じたマッチ
ングによる施策効果の拡張、新たな
施策展開

公民連携プラットフォームが主に取り
扱う範囲
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Q＆A

８

Q1.特定の民間企業と具体的な事業について話しても問題はないでしょうか。

A1.枚方市公民連携プラットフォームは常に開かれている窓口のため、どの企業に対しても同様の対話を行いますので問題はござい

ません。

Q2.実証事業の場合、期間終了後にサービスを続けたい場合は随意契約となるのですか。

A2.あくまでも機能や効果を検証する取り組みであり、実証期間終了後に実装を考える際には、当該サービスの内容について効果

検証を行った上、公募や競争入札等の、公平性を担保した手続に基づく事業者の選定が必要となります。

Q3.枚方市公民連携プラットフォームで市から提案募集や対話を求めるテーマに、制限はありますか?

A3.公約施策をはじめとした施策の推進にあたっての課題の解消や、現在既に取り組んでいる業務の改善、新たな事業やアイデアの

実現性の可否を探るための情報交換等、様々な目的で活用できるため、制限はありません。

Q４.連携事業の中で、パートナーとなる特定の事業者に何らかの利益（メリット）が発生することに問題はないですか?

A4.公民連携の取り組みについては、事業者が保有する様々な技術や強みと、市の持つフィールドや情報発信力等の資源を持ち

寄ることで、社会課題の解決や価値の創出を目指すものです。取り組みの実施にあたっては、事業者、市ともに目的や課題を共有

したうえで、市民等（事業の対象者）、事業者、市のそれぞれに価値の生じる取り組みであることが必要です。

また、公民連携プラットフォームにおいては、連携パートナーとなる事業者からの提案募集の窓口を常に開き、対話の機会及び本市

との連携の機会を公平に設けていることから、連携事業の実施は、特定の事業者のみに便宜を図るものではありません。

Q５.有償で実施となる連携事業の取扱いはどうなりますか?

A5.公民連携の取り組みにおいては、市の保有するフィールドや情報、広報・情報発信力等のリソースを活用してパートナーとなる事

業者と連携することを想定しています。有償で実施する事業については、当該経費の予算化や、費用支出にかかる手続きを経る必

要があります。
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枚方市公民連携プラットフォーム

担当:枚方市 総合政策部 企画政策室

〒573-8666

大阪府枚方市大垣内町2-1-20

TEL:072-841-1254  FAX:072-841-3039

メールアドレス:kikaku@city.hirakata.osaka.jp
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